
所得（勤労所得、総所得）

支援額

勤労性の所得
に応じて逓増

＝子育て世帯への配慮：支援額の加算
や所得金額の上限の引上げ

年収の壁を超えた
方向けに一定の
支援額を上乗せ

一定の勤労性
の収入

定額

有識者会議でのご意見
・被用者保険の適用：収入 約106万円超 (所得 約32万円)（＊）
・給与所得ゼロ：  収入      74万円超 (所得 ０円)

公平性の観点から、
総所得※２に応じて
逓減・消失

個人単位※１ ／ 所得に応じたきめ細かな支援

支援額は、純負担率に係る日本と諸外国（G３）の差額
などを参照しながら設定。恒久財源の確保とあわせて検討。

支援が消失する所得水準は、純負担率の国際比較等を
参照しながら設定
※ 諸外国では概ね平均年収の50%前後で支援が消失

非課税ライン

(＊) 正社員に比べて時間・日数が４分の３未満の短時間労働者についての要件に関する目安。
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